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ユーザー起動法とブランド・コミュニティ：良品計画の事例 
                                                                       
                                     小川進 
 
 はじめに 
本稿の目的は、近年台頭してきているユーザー起動法(User-driven method：以下ＵＤ法)

に対する理解を深め、その手法が持つ潜在力を引き出す条件について考察することである。 
ＵＤ法とは、以下で説明するように「製品アイデアの創造や製品化の可否の決定をユー

ザー起点で行なう仕組み」のことである。ＵＤ法は、インターネットの掲示板を活用し、

そこへの消費者の書き込みを起点に製品開発を行う手法である。 

このＵＤ法を使った製品開発の仕組みを構築し、運営する企業が近年、登場し成長を見

せている（小川 ２００２a, b: Ogawa& Piller 2006）。ＵＤ法を通じて開発された商品は、

伝統的な手法で開発された商品よりも高い新規性と独自性を示し、中には高い販売成果を

実現しているものもあると報告され始めている。ただし、単にユーザー起動で製品開発を

行うことが直接高い販売成果に結びつくかというとその点については疑問が残る。実際、

これまで報告されてきたユーザー起動法による製品開発の事例でも多くの場合、高い販売

成果を上げているものではなかった（例えば山下・古川２００２：小川２００２a,b）。 

そこで本稿ではＵＤ法について紹介し、その手法を採用し、高い販売成果をあげた事例

を分析することでＵＤ法の理解を深め、それが持つ潜在力を引き出す条件について考察す

る。そのために本研究では、ＵＤ法を使って開発した新製品で高い販売成果をあげている

ことが報告されている株式会社良品計画（以下、良品計画）の事例を分析することにする。 

 

 １文献展望 

 

 １－１．ユーザー・イノベーション 
 つい４半世紀前まではイノベーションはメーカーが行なうものだと多くの人々によって

信じられてきた。そこではメーカーのみが新製品に関するニーズを感じ取りそれを充たす

製品を開発し市場化するのだと信じられてきた。実際、多くの研究者達はメーカーがイノ

ベーターであるという前提のもとに研究を行ってきた(von Hippel 1988)。 

 しかし、７０年代に入ってその前提に疑問を投げかける研究が登場してきた。それらが

主張したのは、時として、メーカーではなくユーザーがイノベーションを行うことがある

というものであった。事実、そこではイノベーション過程でユーザーが重要な役割を演じ

ることをいくつものデータが示した(von Hippel 1988)。 

そしてユーザー・イノベーション研究はその後、ユーザーがイノベーションを行なうこ

とを説明する要因について研究を蓄積していった。そこで明らかになった要因とは当該ユ

ーザーが当該イノベーションを開発することで手にする便益の大きさと開発に要する費用



の大きさであった。既存研究はメーカーと比較してユーザーが当該イノベーションを行う

ことによって得られると期待できる便益が大きい時、そして当該イノベーションを実現す

る費用が小さい時、ユーザーがイノベーションを行う傾向があることを明らかにしていっ

た(von Hippel 1988, 1994: Ogawa1998)（注１）。 

 

 １－２．ユーザー・イノベーション研究の進展 

そうした流れの中で近年さらにユーザー・イノベーションに関して研究成果が蓄積され、

新たな知見が得られ始めている(von Hippel 2005)。それは第一に、ユーザー・イノベーシ

ョンが産業財だけでなく消費財の分野においても見られるということ、第二に、そうした

イノベーションを行うユーザーは特定のユーザーによって行われる傾向があること、そし

て第三に、ユーザー・イノベーションは時に、個人としてではなくある集団内でお互いに

支援を受けながら実現する場合があること、である。 
９０年代まではユーザーがイノベーションを行うことがあるといっても、そこで報告さ

れてきたのは、実はそれは産業財のユーザーによるものがほとんどであった（Luthje＆
Herstatt 2004）。確かに、科学機器や医療器具といった産業財の分野では、ユーザーが製品

イノベーション活動で主要な役割を演じていた。しかし、消費財ではスポーツ飲料のゲー

タレードのように、エピソードとしてユーザー・イノベーションの事例が報告されること

はあっても体系的に収集されたデータをもとにその存在が報告されることはなかった。 
そうした状況の中、消費財の特定の分野で消費者によるイノベーションがかなりの程度

存在することが報告されてきている。その分野とは、スポーツ関連製品である。 
例えば Shah(2000)は、スノーボーディング、スケートボーディング、ウインドサーフィ

ンといったスポーツ分野で、当該スポーツ分野の器具の第一バージョンがいつもユーザー

によって考案され、実現されていたことを明らかにした。そして彼女は、器具の主要な改

良の５８％がユーザーとユーザー・メーカー（自分自身がユーザーであると同時に他のユ

ーザーに器具を販売するもの）であったことを発見した。また、Luthje(2004)は、アウトド

ア・スポーツの分野で消費者がイノベーションを行っていたことを明らかにした。彼が収

集した１５３名の消費者のうち、１０％がイノベーションを行っていた。さらに、Tietz 他
(2004)は、kite surf の分野で、回答者１５７名のうち、７１名（４５％）がイノベーショ

ンを行っていたことを明らかにし、Franke & Shah(2003)もスポーツ関連の消費財ユーザ

ーに対して質問票調査を行い、回答者のうちの３２．１％が実際にイノベーションを行な

っていたことを報告した。このようにスポーツ関連分野において消費者が製品イノベーシ

ョンを行っていたことが明らかになってきている。 
ユーザー・イノベーションについて明らかになってきた第二番目の内容は、イノベーシ

ョンを行なうユーザーの特性に関するものである。つまり、ユーザーがイノベーションを

行っているといってもすべてのユーザーがイノベーションを行うというのではなくリー

ド・ユーザー（以下、LU）と呼ばれる範疇に属するユーザーがイノベーションを行ってい



る傾向があるということである。 
LU の特徴は二つである（von Hippel 1988）。第一に、当該市場の大多数のユーザーがや

がて直面することになる新しいニーズに時間的に先行してすでに直面していること、第二

に、そうしたニーズに対して解決手段を提供するイノベーションを実現することでそこか

ら大きな便益を得られることである。 
以上の二つの特徴を併せ持つユーザーがユーザー・イノベーションの主体となっている

場合が多いことが近年多くの研究が明らかにしてきている（Lilien et al. 2001）。例えば、

von Hippel(1988)は、プリント配線基板のデザイン用 CAD システムのユーザーに対して質

問票調査を行い、その分野の製品イノベーションのうちほとんどすべて（８７％以上）が

リード・ユーザーによって行なわれていることを明らかにした。また、Shah（２０００）

が対象とした３つのスポーツ関連器具分野と Franke & Shah（２００３）が対象とした４

つのスポーツ分野でイノベーションを行なっていたユーザーもリード・ユーザーであった。 
第三のユーザー・イノベーション研究に関する最近の成果は、ユーザー・イノベーショ

ンがしばしば集団的に行われることがあるということである。Linux に代表されるオープ

ン・ソース・ソフトウエアの分野で、イノベーションがユーザーの集団的努力によって行

われることは知られているが、それ以外の分野でも同様なことが行われていることが報告

され始めている。例えば、Franke & Shah（２００３）は、対象としたスポーツ分野にお

けるユーザー・イノベーションの多くが一人のユーザーの努力によってのみ実現されてい

たのではなかったことを明らかにした。それらのイノベーションは他のユーザーの支援や

協力を得ながら実現していたのである（注２）。 
 
２．ユーザーを製品開発過程に組み込む手法 
 
２－１．ＵＤ法 
消費財でもユーザーがイノベーションを行う場合がありえる。その際、特定のユーザー

が他のユーザーの支援や協力を得ながらコミュニティーとしてイノベーションを行うこと

がある。以上のようなユーザー・イノベーション研究が近年明らかにした姿を製品開発に

組み込もうとする手法が本研究が対象とするＵＤ法である。 
ＵＤ法は、以下のような業務プロセスを経て製品開発を行う手法である。 

第一に、消費者自身がＵＤ法を採用する企業のインターネット上の掲示板に自分がほし

いと思う商品のアイデアを書き込む。第二に、追加的意見の提示、投票、購入予約といっ

た形で、書き込まれたアイデアに対する他の消費者からの反応や評価が寄せられる。第三

に、ＵＤ法を採用する当該企業は、そうした消費者からの反応を基礎に製品化の可能性を

探る。そして製品化が可能だと判断する企画についてはそれを実現するために必要な最小

購買者数（ロット数）と販売価格を決定し、それらをインターネット上に公開し、購入希

望者を募集する。その結果、当該商品案に対する購入希望者数が最小必要ロット数をクリ



アすると商品化が決定され、販売が行われる。 

 
２－２．LU 法 
実は、特定ユーザーを積極的に製品開発活動に取り込むことを意図した手法としてはＵ

Ｄ法と異なる手法がすでに存在する。それはリード・ユーザー（LU）法である。ＬＵ法で

は、先に紹介したリード・ユーザーを製品開発過程に積極的に取り込むことで高い製品開

発成果の実現を目指す。 
伝統的な製品開発方法では、当該製品の標的となる平均的ユーザーを対象に市場調査を

行い、その結果から製品案の創出や市場規模の推定を行う。それに対して、ＬＵ法では、

メーカーがリード・ユーザーの特徴を持つユーザーを探し出し、そのユーザーが直面する

問題やそれへの解決法を参考に製品開発を行なう。例えば、ＬＵ法では、住宅メーカーが

高齢社会で求められる家を開発するにあたって、同じ家に同居する１００歳を超える親子

を探し出す。そして、彼（女）らが直面してる問題とそこで生み出されている解決策を参

考に新しい家の開発を行う。 
こうしたＬＵ法を使えば高い販売成果を実現する製品を開発できることを最近の研究は

明らかにしている（von Hippel et al. 1999, Olson & Bakke 2001,Lilien et al. 2002）。例え

ば、Lilien 他（２００２）は３Ｍにおける製品開発活動の調査を通じて LU 法の有効性を明

らかにしている。彼らの研究によると、LU 法によって開発される製品は従来型の市場調査

を使った場合と比較して新規性と独自性が高く、販売実績も２倍以上のものを達成してい

た。 
 
 ２－３．ＵＤ法とＬＵ法 
ＵＤ法は、特定のユーザーが積極的にイノベーション活動を行うことを前提とするとい

う意味でＬＵ法と同じである。しかし、ＵＤ法は、以下のようにいくつかの点でＬＵ法と

異なる特徴を持つ。それは、開発における起点主体、対象単位、需要顕在化の時期、ユー

ザー接点でのインターネット利用の有無、ユーザー特定の容易さに関してである（表１）。 
 
表１ ＬＵ法とＵＤ法 
 ＬＵ法 ＵＤ法 
起点 メーカー ユーザー 
調査対象単位 個人ユーザー ユーザー・コミュニティ 
需要顕在化のタイミング 開発後 開発前 
インターネット利用 必ずしも必要ではない 必須 
ユーザー特定の容易さ 容易ではない 容易 

 
 まず LU 法では、開発に関する起点は常にメーカーである。この開発手法ではあくまでメ



ーカーが最初にユーザーに対して働きかけを行なうことを前提としている。それに対してU
Ｄ法は、開発の起点をユーザー側に設定している。つまり、開発の進行がユーザー側から

の働きかけを起点に行われることを前提に設計されているのである。 
第二に、LU 法では、個々のユーザーを対象として調査を行なう。そこでは、ユーザーを

コミュニティとして見るという視点は弱い。それに対し、UＤ法では、何らかのユーザー集

団（コミュニティ）を単位として想定する。ここでは消費者は、ある一定の集団として活

動して始めてイノベーションを実現することができると想定されている。最初のアイデア

を提示するのは一人の消費者であったとしても、それに対して他ユーザーが修正案や追加

案、洗練案を提示したり、投票により意見分布や需要分布の顕在化に貢献することがこの

手法では重要な役割を演じることになる。 
一般的に消費者は地理的に広く分布し、それらのニーズは多様である。そのことは消費

財に関するニーズ情報は、広く多様に分布していることを意味する。さらに、そうしたニ

ーズ情報をもとに製品イノベーションとして実現される機能を消費者側から提示されたと

しても、それを実現するための技術的解決を行なうための技術情報はメーカーが所有して

いる場合が多い。メーカーが持つのと同種の情報を持つ消費者は実際はごく限られている

のである。そうした状況を前提とすれば、製品イノベーション案を持つ消費者は、当該製

品案に対して類似のニーズを持つ集団として活動し、その案が実現された製品に対して一

定量以上の需要が存在することを示す必要がある。それは、そうすることによってはじめ

て、メーカー側から製品化に向けた資源を引き出すことが可能になるからである。その点

でＵＤ法では、革新的製品アイデアを持つユーザーはメーカーに対しても他ユーザーに対

しても自分が持つイノベーション関連情報を積極的に開示することを前提とする。 
こうしたユーザーがメーカーや他ユーザーにイノベーション関連情報を積極的に開示す

るという条件は、実はＵＤ法の下で満たされる。Harhoff 他（２００３）の研究によると、

以下の３つの条件が満たされる場合、イノベーション情報を持つユーザーは、それを他ユ

ーザーやメーカーといった他者に無償で公開することになる。それらは、①メーカーが当

該イノベーションの実現にあたりユーザーが行なった場合よりも高い製品性能を実現し、

②ユーザー間の競合関係が弱く、③当該製品を低コストで他ユーザーが入手できる時であ

る（注３）。 
ＵＤ法では、開発者側は、ユーザーから提示された商品案を洗練化し、ユーザー自身が

行うよりも高い機能のものを実現する。また、開発に当たり、ユーザー間に当該商品の購

入や販売をめぐる競争はない。むしろユーザー間で協力し、購入者数を増やすことによっ

て個々のユーザーの努力では実現不可能な低価格での当該商品の購入が可能になる。この

ように、ＵＤ法では、ユーザーが積極的にイノベーション情報をメーカーや他ユーザーに

開示する条件が整っているのである。 
LU 法と UＤ法に関する第三番目の差異は、需要量が可視化される時期に関するものであ

る。LU 法では当該イノベーションに対する需要は、あくまで開発が終了し、生産が終了し



た後、明らかになる。つまり LU 法では、当該イノベーションに関する市場規模をあらかじ

め推定することが必要になる。それに対して、UＤ法では、消費者による投票活動（発注）

が事前に行われるため、部分的にではあるが需要が開発、生産に先立って顕在化すること

になる。 
第四番目に、UＤ法では、「製品案の提示」と「選好・購入意志に関する投票」において

ユーザーとの対話メディアとしてインターネット使用が不可欠である。開発過程で予め対

象ユーザーを設定せず、不特定ユーザーからの働きかけを前提とする UＤ法ではインター

ネットの利用は不可欠である。インターネットの利用によるユーザーとのコミュニケーシ

ョン費用の飛躍的削減がそこで求められるからである。他方で、LU 法ではユーザーと開発

主体との接点としてインターネットを使用する必要は必ずしもない。 
最期に、UＤ法は、製品アイデア提供者となる消費者の特定がＬＵ法と比較して容易であ

る。LU 法では、今後支配的になる市場トレンドを特定し、そうした将来トレンドに現時点

で直面しているリード・ユーザーを特定し、接触し、協力を得ることが必要になる（Luthje
＆Herstatt 2004）。しかしそれを実現する作業は容易ではない。 
他方で、UＤ法では、製品開発案を持つユーザーが自らインターネットの掲示板を通じて

自身の存在を告知してくれる。また提示されたアイデアがどれほど他ユーザーの支持を得

るものであるかもインターネットの掲示板を通じて製品化に先立って知ることができる。

以上のことは、ＵＤ法では市場トレンドの探索、特定や製品案を持つユーザーの探索、特

定、協力関係の構築がＬＵ法よりも容易であることを意味する。 
 
 ３．調査対象の設定と調査概要 
企業の製品開発活動でユーザーに積極的役割を演じてもらうと言った場合、二つの問い

がこれまで提示されてきた（Lilien et al.2001）。それは第一にユーザーが本当に新規性や

独自性の高い製品を開発することができるのかという問いであり、もう一つがそこで開発

された製品が市場で大きな販売実績をあげることが可能なのかという問いである。 
この二つの問いのうち、ＵＤ法については前者の問いについて肯定的な答えがこれまで

報告されている。例えば、小川（２００２b）は、UＤ法を先駆的に開発し、運営している

エレファントデザイン株式会社（以下、エレファントデザイン）とエンジンの事例を分析

し、そこで新規性の高い製品が製品化されていることを報告している。UＤ法ではそもそも

市場で目にすることができない商品を入手するために消費者が開発案の提示を行なう。そ

うした意味で商品化された製品の新規性や独自性が高いことは当然の結果であるとも言え

る。 
他方で、後者の問いについては未だ確定的な答えがなされてきたわけではない。例えば、

小川（２００２b）によれば、エレファントデザインとエンジンがＵＤ法によって開発した

製品のほとんどは小ロットでの販売で終わっている。 
こうした流れの中で、最近になってＵＤ法を採用しながら高い販売成果を実現する製品



を開発する企業の事例が報告されはじめている。その企業は、「無印良品」のブランドで商

品を開発し、店頭販売している良品計画である。同社がＵＤ法を使って開発した商品は、

無印良品の商品の中で平均以上の販売実績をあげているという（西川２００４）。そこで、

本研究では良品計画の製品開発を探索的（exploratory）に事例研究することでＵＤ法の実

際とそれが持つ潜在力を引き出す条件について考察することにしたい。 
調査に際し筆者は、良品計画におけるユーザー起動法の実践について詳細を知るために

良品計画の役員とエレファントデザインの社長と社員に対してインタビューを行った。聞

き取りは、２００１年から２００４年６月にかけて各担当者に複数回行った。また今回の

プロジェクトに関して書かれた新聞、雑誌の記事を使い聞き取りの内容を補強した。さら

に、良品計画で当該プロジェクトに参加した社員が執筆した当該プロジェクトを分析した

論文（西川 ２００３と同２００４）も内容の確認のために参照した。 

 

 ４．事例研究 良品計画 

 

 ４－１．良品計画の概要 

 良品計画は無印良品のブランド名で商品・店舗展開している専門店である。世界規模で

店舗展開しており、２００３年度現在で、日本に２６６店舗、英国に１６店舗、フランス

に４店舗、香港とアイルランドにそれぞれ３店舗と１店舗の合計２８９の店舗を展開して

いる。品揃えは衣料、生活雑貨、食料品を中心とし、それらを企画、製造、卸・小売販売

している垂直統合度の高い企業である。２００３年度の売上は１２００億円、営業利益は

８８億円である。 

 

 ４－２．良品計画におけるＵＤ法の始まり 

今回取り上げる良品計画は、９０年代になって普及してきたインターネットを活用した

製品開発の可能性を探っていた。その一つの試みが「みんなの声からモノづくり家具・家

電」であった。そのプロジェクトは、消費者起点のアイデアをもとに商品開発を行うとい

うもので、月あたり１テーマづつ合計１２テーマを、１年間の期限付きで行うというもの

であった（注４）。 

このプロジェクトで意図されたのは、従来にない手法で、新規性の高い商品を開発する

というものであった。良品計画は、インターネットを単に実店舗向けに開発された商品の

新たな販路としてだけでなく、これまでの同社にない商品・事業を開発するためのツール

として活用したいと考えていた。 

そこでこのプロジェクトに与えられた一つの方向が、無印良品の従来の商品コンセプト

に広がりを持たせるということであった。具体的には「機能を絞り込む」開発よりも「新

機能を開拓する」開発に焦点を置くということであった。 

それまでの無印良品の商品開発では、「機能を絞り込むこと」、その機能が「タグで数行



で説明できること」が重視されていた。既存商品が持つさまざまな機能のうち、ムダな機

能が削ぎ落とされた商品の開発というのがそれまでの無印良品の開発コンセプトだった。

店頭に来た顧客が店員の説明を受けなくても、タグの説明を読むだけで当該商品の機能を

理解し、購入できる。そうした機能を持つ商品が開発されてきたのである。 

それに対して、今回のプロジェクトでは、新しい機能を持つ商品を開発することが目指

された。ネットを使えば十分、消費者に対して新しい機能や使い方を説明することができ

る。ネットならではの商材開発が可能になるとそこでは考えられたのである。 
新手法の開発に当たっては同社に絶えず多くの消費者の意見が寄せられており、それが

未利用のままであったことがこのプロジェクトに対して一つのヒントを与えた。良品計画

は、消費者と意見交換を行なっており、それを「声のキャッチボール」という名前で呼ん

でいた。当時、すでに約９万件のお客様の声が、はがきやメールや電話、店舗を通じて集

積されており、それらの中で実際の商品開発に活かされていたものもあった。 

ただし、そうした声に開発側が応えた場合でも消費者への告知は、ポスターなどを通し

て行なうのみであった。そのプロセスを変革し、顧客に直接、開発プロセスの中に参加し

てもらい、そこでの相互作用の頻度や密度を高めることで、これまでとは違う製品が生ま

れてくるのではないかと良品計画は考えた。そして２００１年９月２５日にユーザー起動

法を使った新事業を良品計画は立ち上げたのである。 
 
４－３．エレファントデザインとの提携 
「みんなの声からモノづくり家具・家電」を立ち上げるにあたって良品計画はベンチャ

ー企業のエレファントデザイン社と提携した。エレファントデザインは、ＵＤ法を実現す

るシステムの開発と運用で先駆者であった（注５）。良品計画はゼロから消費者参加型の製

品開発の仕組みを構築するのではなく、エレファントデザインがすでに開発しているシス

テムやノウハウを活用しようと考えたのである。そうしたＵＤ法に関する既存のシステム

やノウハウに同社が持つ資源を組み合わせることでＵＤ法の成果をさらに高めることが可

能だと考えたのである。 

 

 ４－４．良品計画が持つ補完資源 

 良品計画がエレファントデザインという外部企業のシステムを利用することを決定した

背景には同社がそのシステムの潜在能力をさらに引き出すいくつかの補完資源を有してい

ることがあった（Teece 1986）。同じシステムを使ったとしても（実際には改良が施され

ることになるが）、エレファントデザインよりも高い開発成果をそこから引き出す経営資

源を良品計画は有していた。 

それは第一に、無印良品のモノづくりに関するノウハウである。モノづくりのノウハウ

が、ＵＤ法を運用するにあたって重要な役割を演じるのは、エレファントデザインの事例

から分っていた。エレファントデザインは、企画化された商品を商品化するために必要な



モノづくりのノウハウを当時、十分蓄積しているとは言えなかった。その結果、せっかく

消費者が購買意志を示していても開発スケジュールが大幅に遅れたり、進捗が滞り最終的

には商品化されずに終わるというケースがいくつか発生していた。 

 それに対して良品計画は、本プロジェクトについても無印良品ブランドのそれまでのモ

ノづくり思想に基いて行なうことを決定していた。目指す方向は、既存の商品・事業とは

異なる発想、内容、手法であったが、モノづくりに関する基本コンセプトは、あくまで従

来の無印良品ブランドのものに従うようにした。つまりそれまでの同社のモノづくりのノ

ウハウが生かされたのである（注６）。 

具体的方法として、今回のプロジェクトでは、同社の商品コンセプトや実店舗での購入

者の実態をよく知る良品計画の製品開発担当者が最終アイデア案の採択権を持った。そう

することで、無印良品の商品コンセプトと整合的な商品のみを商品化しようと考えたので

ある。実際、本プロジェクトで検討された商品案の中でも無印良品の商品コンセプトに合

わないという理由で商品化が見送られたものがあったという（西川２００３）。 

良品計画が有した第二の補完的資源は２６９店（２００２年１１月当時、日本国内店舗

合計）という巨大な販売網とそれを基礎とするメーカーとのネットワーク、そしてそれら

メーカーに対する発言力である。それまでＵＤ法を採用していた企業は、ほとんどの場合、

企画された商品の販売については案件ごとにパートナー企業を探すという方法を取ってい

た。また、そのパートナー企業は良品計画ほどの巨大な実店舗販売網を持つものではなか

った。巨大な販売網の存在は、メーカーの「ある程度のリスクを負ってでも当該商品の生

産を受け入れてもよい」という意思決定を引き出す誘因にもなる。その点で良品計画はす

でに巨大な店舗網と販売力を有しており、商品化に欠かせない生産受入メーカーの確保は、

同社の場合、問題にはならなかった。 

良品計画がＵＤ法を採用するにあたって補完資源として有していた３番目のものは、無

印良品というブランドに対して既に形成されている消費者コミュニティと、そこから寄せ

られる消費者の声のデータ・ベースであった。ムジ・ネットの場合、２００３年１１月段

階で、会員数は約５万人、メールマガジンの配信先約１０万人、実店舗への訪問客数推定

年間約３００万人、そこから寄せられる消費者の声は数万の及んでいた。登録会員数で言

えばエレファントデザインの倍以上でしかも商品群全体を統一するブランド・イメージや

消費者との接点を持ち合わせていた。 

 

４－５．「みんなの声からモノづくり家具・家電」の開発フロー 

 「みんなの声からモノづくり家具・家電」における個別プロジェクトは以下のようなス

テップで進められた。各ステップを、同事業で最も高い売上を実現した開発テーマ「すわ

る生活」、最終商品名「体にフィットするソファ」を主な例としながら説明すると次のよう

になる。 

①プロジェクトに参加するにあたって消費者は、会員登録（無料）する。登録した消費者



がインターネット上の掲示板に書き込みを行うところから以下のプロセスは開始する。 

②消費者からの書き込みから抽出した商品開発テーマを発表する 

（例）すわる生活 

③示されたテーマに対して消費者が商品アイデアを投稿する 

（例）「すわる生活」をテーマとした場合 

体をあずける大型クッション、背もたれしっかりのフロアーソファ 

寝転びながらリラックスできるクッションマット、リラックス座椅子 

④ムジネット側で消費者から出たアイデアを整理、集約化した複数のアイデアに対して消

費者が自分が気に入ったものを投票する。 

（例）体をあずける大型クッション          ９０票 

背もたれしっかりのフロアーソファ       ４７票 

寝転びながらリラックスできるクッションマット ３４票 

リラックス座椅子               ３１票 

脚付き座椅子・あぐら座椅子          ２５票 

⑤ ④で一番投票数が多かったアイデアに対していくつかのデザイン案をムジ・ネット側が

作成し、それに対して消費者が自分が一番気に入ったものを投票する 

（例）「体をあずける大型クッション」の場合 

素材・ファブリックタイプ           １７７票 

ユニットタイプ                 ９７票 

リラックスサポートタイプ            ５７票 

   中空タイプ                   １９票 

⑥ ⑤で一番投票数が多かったものに対して商品化を検討し、仕様の詳細、製造メーカー、

商品化最小ロット、予定販売価格を確定していく 

（例）商品名：体にフィットするソファ 

   商品仕様：素材 

カバー ストレッチ素材（ナイロン ７４％、ポリウレタン ２６％） 

    帆布（綿１００％） 

本体  ０．５mm の微粒子ビーズ約６ｋｇ 

サイズ 幅６５×奥行き６５×高さ４３（センチ） 

     最小ロット：５０ 

     販売価格 ：１，９０００円 

    

⑦ 確定された商品案に対して購入予約を募り、その数が商品化最小ロットを超えた場合、

商品化を決定する。ただし、予約受付３ヶ月を過ぎても予約が最小ロットに達しない場

合は、商品化を中止する。 

⑧ 購入予約者への販売完了後、ネットに加えて、実在店舗での販売を開始する。 



⑨ 販売後も購入者からのコメントを受付け、その情報を商品の新規開発、修正に継続的に

反映させていく（注７）。 

 

４－６．システム上の工夫 

以上の開発プロセスには、良品計画とエレファントデザインのＵＤ法に関するそれまで

の経験が活かされていた。 

 

会員登録 

第一に、同システムでは、消費者は会員登録する。それが必要なのは三つの理由による。

一つは、消費者の真剣な参加を引き出すため、二つ目は、必要な時にその消費者に連絡を

取る手段を確保するため、最後に、顧客属性の分析を行なって製品開発と需要予測に活か

すためである（西川 ２００４）。 

 

 ＲＯＭのＲＡＭ化 

第二のシステム上の工夫は、製品アイデアのスクリーニングの過程に消費者の投票とい

う制度を導入していることである。その理由は、商品の実際の購入では、ネットで積極的

に書き込みを行う者よりもむしろそこでの書き込みを閲覧しているものの方が販売に関し

ては重要な役割を演じるからである。例えば、良品計画がパイロット的に行ったユーザー

起動型製品開発ではアイデアを投稿した約５００人の消費者のうち、実際に製品を購買し

たのはごくわずかだった。開発された商品を購入するのは意見を書き込んだ者（RAM：

Radical Access Member）よりもむしろその内容を閲覧だけしている者（ROM :Read Only 

Member）だったのである（注８）。そこで今回のプロジェクトでは、商品アイデアの絞込み

を行うにあたって投票制度を導入し、その結果を忠実に商品アイデアの選定に活かすとい

う仕組みが採用された。そうすることでＲＯＭのプロジェクトに対する積極的関与を引き

出そうとしたのである。 

 

過程の開示 

第３のシステム上の工夫は消費者の書き込みがあってから最後の製品化に至るまで、過

程の開示が図られたという点である。このＵＤ法では、消費者の積極的関与があってはじ

めて製品開発の次の段階に進むことができる。開発過程を開示しない限りは、開発側と消

費者側との活動の同期化が図れない。また、高い販売成果を上げ、購入者の最終的な満足

を獲得するためには出来上がってくる製品に関してできるだけ同じイメージを販売者と購

入者が持つ必要がある。良品計画は開発過程の初期段階で消費者が商品案の具体的イメー

ジをつかめない場合、良品計画側と消費者側とが効率的にコミュニケーションができない

ことをすでにパイロット開発で経験していた。そこで製品開発過程と開発商品のイメージ

を開発者と消費者の間で共有するために開発過程の積極的開示をシステム上で行ったので



ある。 

 

４－７．良品計画の独自の工夫 

 実は、上で説明してきた３つのシステム上の工夫は、エレファントデザインによってす

でに実践されていたものであった。それらに加えて良品計画はエレファントデザインの既

存の仕組みに同社独自の工夫を加えていった。そのことがこの手法の開発成果を高めるこ

とに貢献した。 

まず、「実店舗の販売を意識した開発」を行い、商品仕様、販売価格、商品化最小化ロッ

トについてエレファントデザインとは異なる基準を採用した。エレファントデザインのシ

ステムでは、極めて限定的な顧客の要望に対応する商品を受注生産していた。そのため販

売価格の設定はそうした小規模ユーザーを想定した一般商品より高めのものになる傾向が

あった。それを、あくまでも店頭での大量販売を意識した機能、価格設定、商品化最小予

約ロットで開発を行なった。例えば、初回生産ロットの１０％をネットで仮受注すること

を製品化の判断基準にした。１０％という数字は、保守的に推定してもネットの１０倍以

上の個数が、同じ商品について実店舗で購入されるという社内データから算出された。店

頭販売を組み入れた初回生産ロットにすることでネットのみでの販売の場合よりも低い価

格設定が可能になった。 

こうした店頭を意識した開発を行うのには理由があった。それは、先に紹介した良品計

画が実施した消費者参加型開発のパイロット・テストでネット販売を意識しすぎた商品企

画を行ったために実店舗の販売部隊から十分な協力を得ることができなかったからである。

そこから得た教訓が実店舗の販売部隊から協力を得るためには、あくまでも実店舗での販

売を基礎にして開発を行う必要があるというものであった。（西川２００３）。 

第二に、開発の過程を積極的に開示するだけでなく、その計画性も引き上げた。それま

でのエレファントデザインのシステムでは、商品化までの過程を時間的に管理していると

言えるものではなかった。それを月当たり１テーマづつ商品開発をする、投票期間は告知

後約２週間にする、予約開始後３ヶ月までに最小予約ロットに達しない場合にはプロジェ

クト中止するといったように、明示的にスケジュール管理を行っていった。 

最後に、先行予約者に対するインセンティブの提供についても工夫を加えた。例えば、

先行予約者への先行予約価格での購入できるようにしたり、取り扱い説明書への先行予約

者名の記載をするようにした（注９）。 

 

 ３－８．開発成果 

 以上のような事業プロジェクトは、２００２年９月から２００３年１２月までの期間で

行われた。最終的に検討されたテーマは、８件、そのうち実際に商品化されたのは３件で

あった。商品化された商品は、具体的には、（１）持ち運びのできるあかり（２）体にフ

ィットするソファ（３）壁棚である。販売価格は、１０００円から１９０００円まで、商



品化最小ロットは、５０個から３００個までのものであった（表２を参照）。 

 

表２ 商品化された商品リスト 

商品名 販売価格（円） 商品化最小ロット 公開開始 発売開始

持ち運びのできるあかり ６，９００ ３００ 2001/09 2002/07

体にフィットするソファ １９，０００ ５０  2002/01 2002/11

壁棚  １，０００ ３００  2002/04 2003/04

 

検討されたテーマが当初の計画より少なくなったのにはいくつかの理由があった。それ

らは、①開発に予想以上の時間がかかったこと、②商品化を検討する過程で商品案が無印

良品のブランド・コンセプトに合わなくなったこと、③既存商品の中にすでに類似商品が

あったこと、④当時、別部隊の開発案件の中に類似商品が存在したこと、などであった。 

 以上のような理由で、検討されたテーマ数も実際の商品化数も決して予定通りとはいか

なかったが、商品化されたものについて言えば、その販売実績は、十分評価できるもので

あった（表３）。 

 

表３ 「みんなの声からモノづくり家具・家電」の販売実績 

商品名 年商 累積売上 販売個数（内先行予約分）

持ち運びのできるあかり ６９００万円 １億２５００万円 １８１８３（８１５）

体にフィットするソファ ７億３４００万円 １０億５９００万円 ６２２８８（６２２）

壁棚 ７０００万円 ７４００万円 ７３５７７（９３０３）

(２００４年４月末時点：販売個数は先行予約販売分含む) 

 

従来型の方式で開発された無印良品の取り扱い商品アイテム数は、約５０００アイテム、

その１アイテム当たり平均年商は約３０００万円である。それに対して「持ち運びのでき

るあかり」の年商は、６９００万円で累積売上１億２５００万円、「体にフィットするソ

ファ」の年商は７億３４００万円で累積売上１０億５９００万円、「壁棚」の年商は７０

００万円で累積売上７４００万円であった（表４）。どの商品についても平均を２倍以上

上回る売上実績で、とりわけ「体にフィットするソファ」は生活雑貨部門全体の中で売上

高５位となる大ヒット商品に育っている（注１０）。 

 



表4　ＵＤ開発商品の売上高と全社平均との比較
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 ５．発見物 

 以上の事例で明らかになったことは以下の通りである。第一に、既存商品の改善といっ

たものではない、新規性の高い商品を開発することがユーザー起動法で可能であるという

ことである。第二に、ユーザー起動法を採用することによって従来型の商品開発を超える

販売実績を挙げることが可能であるということである。 

もちろん、何の資源、何の仕組み上の工夫もなくそうしたことが可能になるわけではな

い。まず、ＵＤ法でのヒット商品の誕生にはいくつかの補完的資源の存在が必要になる。

具体的には、①生産ノウハウと生産受入メーカーとのネットワーク②開発された商品を販

売する巨大な実店舗網③開発主体が展開するブランドに対する大規模な消費者コミュニテ

ィの存在である。 

 次に仕組み的にも、ユーザー起動法の高い開発成果を上げるには、次のような工夫を加

えることが必要になることが明らかになった。つまり、①ユーザーの会員登録②投票制度

を通じたＲＯＭのＲＡＭ化③開発過程の積極的開示④実店頭購入者を主要ターゲットとす

る商品企画⑤開発過程の計画化⑥先行予約者に対するインセンティブの提供、である。 

 

 ６．新たな課題 

今回取り上げた良品計画の事例は、いくつかの仕組み上の工夫と補完的経営資源の活用

によってＵＤ法は、高い開発成果を実現できることを示唆している。しかし、今回の事例

だけを見てＵＤ法がユーザー・イノベーションを誘発する万能薬であると断言することは



できない。例えば、今回の事例の良品計画は商品の企画・生産・販売を担う垂直統合型の

企業がＵＤ法を採用して、連続的にヒット商品を生み出していったというものである。し

かし、同じような成果を他の非垂直統合型企業がＵＤ法を通じて実現できるかは不明であ

る。また、本稿の事例の最高年間売上は、約７億円であるが、この売上規模を例えばメー

カーの事業といった視点で見た場合、それをヒット商品と言ってよいかどうかについても

疑問が残る。こうした他の制度体が行う場合のＵＤ法が持つ潜在力と魅力度についても検

討を重ねていく必要があると思われる。 

 最後に、ＵＤ法におけるブランド・コミュニティの役割について考察を深めることは非

常に興味深い研究テーマである。ＵＤ法を使ってニッチな商品ではなく、大量販売を可能

とする商品を生み出すには、ブランド・コミュニティの存在が重要な役割を演じると考え

られるからである。こうしたブランドという範疇で切り取られる消費者コミュニティがど

れほど商品開発の起点として、あるいは購買基盤としてポジティブな影響を開発成果に与

えるのか。その点について明らかにすることがメーカーとりわけブランド資産を豊富に蓄

積しているメーカーにとって価値ある発見物となるであろう。今後の経験的調査が望まれ

るところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（注１）ここで想定されている便益としては、金銭的便益と非金銭的便益の両方で、非金銭

的便益の具体的内容としては、（１）当該イノベーションを利用できること自体、（２）開

発という活動に従事すること自体、（３）イノベーションを行ったことが明らかになること

によって得られる名声、が指摘されている。また、費用としては、とりわけ当該イノベー

ションを実現するために当該製品を使用することによってしか得られない知識と経験を獲

得するための費用が重要であることが指摘されている（Luthje ＆ Herstatt 2004）。  
（注２）彼らはそのようにユーザーが自身のイノベーションに関する情報を他のユーザー

に無償で公開する理由として（１）他者による改善の誘発（２）自分に有利な標準を設定

する（３）低い競合（４）名声（５）互恵性（６）共同作業から生まれる楽しさ、を挙げ

ている。 
（注３）Harhoff 他(２００３)の研究をもう少し丁寧に解説すると以下のようになる。彼ら

は、分析の結果、イノベーション情報を無償で公開する条件を以下のように整理した。そ

れらは、①メーカー（他ユーザー）の当該情報の取得による当該製品の性能向上が著しく、

他ユーザーの採用費用が低い時に公開は起こる②性能向上が中程度で他ユーザーの採用費

用が高い場合は、イノベーションの汎用性が高い場合のみ公開が起こる③ユーザー間の競

合関係が強く、当該イノベーションの独自性が高い場合、公開は起こらない、というもの

であった。そしてユーザー間の競争が激しくないこと、メーカーへの情報提供の場合、そ

のメーカーと当該ユーザーとの間に当該製品の実現に必要な知識・能力に関して強い補完

関係があること、他ユーザーへの情報提供の場合には、ユーザー間に強い外部性が存在す

ることがカギになることを示唆した。 
また、彼らは、既存研究を展望し、そうした無償公開が起こる理由も整理している。そ

れらは（１）そもそも当該イノベーション情報を秘匿し続けることが困難であること（２）

公開することで自身がイノベーションを行ったことが公知となり、名声を得られること

（３）当該情報を他者が知ること自体、自身を有利な立場にしたり、他ユーザーの採用が

市場全体の拡大に貢献したり、製品性能が向上したり、当該製品の低価格化が実現すると

いった理由で当該ユーザーに便益がもたらされること、である。 
（注４）良品計画はこのプロジェクトを子会社であるムジ・ネットを通じて行った。ムジ・

ネットは、２０００年５月に設立された。資本金は１億４，９００万円で、その内７５％

を良品計画が出資している。 

同社は、「無印良品」のポータル（玄関）・コミュニティーサイト（MJJI.net）の運営と、

パートナーとの提携を通じて新規事業・商品の企画・開発・販売を行う。 

その具体的事業内容は、 

（１） 無印良品ブランドのポータルサイトとメールマガジンの製作・運営 

（２） 良品計画が開発・販売する商品をインターネットを通じて販売している「無印良品

ネットストア」の販売促進 

（３） ムジ・ネット自身の事業である「無印良品ネットコミュニティ」の企画・運営 



である。（西川 ２００３） 

 本研究で取り上げるユーザー起動法を使った製品開発は、上の三つの事業内容のうち、

三番目の事業の一部を構成するものである。 
（注５）エレファントデザインについては小川（２００２ａ，ｂ）を参照のこと。 

（注６）同社サイトによれば、無印良品のモノづくり思想とは、具体的には 

１．装飾や添加物、加工過剰に陥ることなく素材の特性を最大限に活かしたモノづくりを

する。 

２．素材、工程、包装、そして使用後も考え、全ての面で地球環境への配慮をする。 

３．時代の空気の中でフィットし、且つ時代の発言力を込める。 

４．シンプルでひとりひとりに、そして誰でも使いやすく美しい、良品としての機能と可

能性を持つ。 

５．納得できる価格に設定され、且つその工夫がわかりやすい。 

 

である（ムジ・ネット ２００４年 サイトより）。 

（注７）以上の流れに合わせて、次のことが行われていた。まず、ステップが進むタイミ

ングで、ウェブサイト上とメール・マガジンを通じて良品計画側から進捗状況が会員に伝

えられていた。また、消費者からの当該商品案に対するコメントはどの段階でも、商品案

に活かされるようになっていた。 

（注８）インターネットを通じた消費者の口コミと購買行動に関する研究においても同様

な結果の報告が行われている（小川他 ２００３）。 

（注９）商品化されたものの中には先行予約価格より高価格で販売せざるをえないものが

存在した。 

（注１０）『販売革新』商業界２００４年１月号７５ページ。 
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